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皆様には、日頃より弊事務所へのご厚情を賜り誠にありがとうございます。 

お客様の中国ビジネスのご参考までに、「中国最新法令情報」をお届けします。記事の内容やテーマ

についてご要望やご質問がございましたら、ご遠慮なく弊事務所へご連絡下さい。 
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 「会社法」登録資本登記管理制度の施行に関する国務院の規定（意見募集稿）1 

国家市場監督管理総局 2024 年 2 月 6 日公表、2024 年 3 月 5 日まで意見募集 

 

１．はじめに 

2023 年 12 月 29 日に改正・公布され、2024 年 7 月 1 日に施行される新たな会社法（以下

「新会社法」という。）2第 47 条第 1 項は、現行の会社法（以下「現行会社法」という。）に

て実施されている有限責任会社の登録資本引受登記制度 3の内容を一部変更し、新設会社 4の

場合、初回の最低払込比率について従来と同じく制限を設けない一方、各株主が引き受けた

出資額は会社の設立日から 5 年以内に全額払い込む義務を新設した（以下「出資期限規制」と

いう。）。 

 

また、新会社法第 266 条第 2 項は、同法の施行前に設立済みの会社（以下「現存会社」とい

う。）について、その定款に定める株主の出資期限が上記の設立日から 5 年以内より長い場合、

段階的に 5 年以内に調整する必要があり、定款に定める出資期限と出資額が明らかに異常であ

る場合には登記機関から調整を求められる可能性があることも新会社法では明記されており、

これらの現存会社による新会社法の適用に関する具体的な実施方法は、国務院が別途定める

ことになる 5。 

 

本規定の意見募集稿（以下「本意見募集稿」という。）は、上記の「具体的な実施方法」とし

て、新会社法の施行後における新設会社の出資期限（出資期限規制）、現存会社 6における出

資期限の調整方法、調整の例外場面、出資期限と出資額が異常な既存会社への特別措置、特

別減資手続の適用条件と方法等を定めている。 

 

以下では、本意見募集稿の要点を紹介する。 

 

2．本意見募集稿の要点 

（1）新設会社の出資期限規制 

本意見募集稿第 2 条第 1 項は、2024 年 7 月 1 日（新会社法の施行日、以下同じ。）以降に

設立される会社（以下「新設会社」という。）の場合、全株主はその会社設立日から 5 年以

内に、定款に定める登録資本を全額払い込まなければならないという出資期限規制を改め

て明確にしている。 

 
1 「国务院关于实施〈中华人民共和国公司法〉注册资本登记管理制度的规定（征求意见稿）」 
2 新会社法の改正内容について、本ニュースレター202４年 1 月号にて紹介しているので、参照されたい。 
3 有限責任会社の登録資本は登記機関に登記される全株主が引き受けた出資額とし、且つ設立時と増資時の登録資本

の払い込みに対する初回の最低払込比率や払込期限の制限を設けない内容とする資本金出資制度である。 
4 本意見募集稿に定める出資期限の調整等は、主に有限責任会社を対象としているため、本文における「会社」は、いずれ

も有限責任会社を意味する。また、紙幅の関係で、本意見募集稿における株式有限会社の出資に関する内容を割愛する。 
5 新会社法第 266 条 
6 現存会社（存量公司）は、新会社法の施行前に既に設立済みの会社である。 

I.  最新法令情報（2024 年 1 月中旬～2024 年 2 月中旬） 

https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/02/01/TMI_China_News_January_2023.pdf


 

3 
 

 

また、新設会社はその設立時、低額の登録資本を設定し、且つ 5 年以内に当該登録資本を全

額払い込んだ後、定款に定める引き受ける登録資本を大幅に増額し、且つ増額分の登録資

本の払込期限も 5年以上に変更する方法を通じて、出資期限規制を回避する行為を防止する

ために、本意見募集稿第 2 条第 4 項により、会社 7の増資時においても、増額分の登録資本

の払込期限は増資の発効日（株主会決議より可決の日）から 5 年以内とされている。 

 

なお、会社の設立登記時、資格を有する資本検査機構より発行される出資検査証明書の提

出は 2013 年の会社法改正によって廃止されたが、会社の登記（設立と変更）を行う際に、

出資検査証明書の提出は不要であることも明記されている 8。 

 

（２）既存会社の出資期限の調整 

新会社法の施行前に既に設立された既存会社についても、新設会社と同じく 2024 年 7 月 1

日から 5年以内の出資期限規制に適用されると、既存会社の資金の運営方針や株主の投資計

画等の経営管理に大きな影響を与え、既存会社の減資（経営縮小）や清算等、経済発展に

マイナスな効果が生じる可能性もあるため、本意見募集稿第 3 条、第 6 条～第 8 条及び第

14 条は、既存会社への出資期限規制の適用について、以下の経過措置を設けている。 

 

ア 出資期限の調整方法 
 既存会社の出資期限が 202７年 7 月 1 日から起算して 5 年を超える場合（すなわち出

資期限が 2032 年 7 月 1 日以降となる場合）、2024 年 7 月 1 日～2027 年 6 月 30 日

の 3 年間の経過期間（以下「経過期間」という。）のうちに、その定款に定める出資期

限を 2032 年 6 月 30 日又はそれより以前に変更する必要がある 9。 

 既存会社が上記の経過期間内にその出資期限を変更しない場合、会社登記機関（市場

監督管理局、以下同じ。）は当該既存会社に対して、最終期限である 2027 年 9 月 30

日までに、その出資期限を上記の 2027 年 7 月 1 日から 5 年以内に変更することを命

じることができる 10。既存会社は上記の最終期限が従過したにもかかわらず、依然とし

てその出資期限を変更しない場合、会社登記機関は中国の国家企業信用情報システム

において当該既存会社に特別な標識を行ったうえ、社会に公開する 11。 

 

イ 調整の例外場面 
 既存会社の出資期限が 202７年 7 月 1 日から起算して 5 年未満である（すなわち 2032

年 6 月 30 日より以前）場合、出資期限の変更は不要である 12。 

 国家重大戦略任務を担当し、国家経済と国民の生活に関係する、又は国家安全、重大

公共利益に係る既存会社（民間出資、外商投資及び国家出資等の各種の会社を含む。）

の場合、国務院の管理部門又は省レベル以上の人民政府の同意を経て、元の出資期限

 
7 ここでの会社は、新設会社と既存会社の両方を含むと解される。 
8 本意見募集稿第 2 条第 5 項 
9 当該定款の変更後 30 日以内に、市場監督管理局での定款変更に関する届出を経て、国家企業信用情報公示システム

において公示することも求められている（「市場主体登記管理条例」（市场主体登记管理条例）第 9 条、第 29 条等）。 
10 本意見募集稿第 6 条 
11 本意見募集稿第 14 条 
12 本意見募集稿第 3 条第 2 項 
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を維持することができる 13。 

 既存会社は営業許可の取消し、閉鎖命令又は抹消の行政措置を受け、又は登記上の住

所や経営場所を通じて連絡を取れないことにより異常企業の名簿に掲載されたことに

より、自ら出資期限を変更できず、あるいは変更しない場合、会社登記機関が別の名

簿で管理し、且つ国家企業信用情報公示システムにおいて当該既存会社に特別な標識

を行ったうえ、社会に公開する 14。 

 

（３）異常な既存会社等への特別措置 

新会社法第 266 条第 2 項は、出資期限や出資額に明らかな異常がある既存会社に対して、

会社登記機関は即時に調整することを求めることができると定めているが、当該異常の判

断基準を明確にしていない。この点について、本意見募集稿第 7 条は、以下の 2 つの判断

基準を設けている。 

 

 形式の判断基準： 

既存会社の出資期限が 30 年を超え、又は出資額は 10 億人民元を超えること。 

 

 実質の判断基準： 

会社登記機関が既存会社から提供された状況説明、業界専門機構による評価の結果、

又は関係当局との協議・検討を通じて、既存会社の株主の出資能力、主な経営項目及

び資産規模等の状況に基づいてその登録資本の真実性に対する検証を行ったうえ、当

該既存会社の出資期限や出資額には確実に明らかな異常が存在していると判断したこ

と。 

 

上記の判断基準に基づいて出資期限や出資額には明らかに異常な既存会社と判断された場

合、省レベルの会社登記機関の同意を経て、会社登記機関は当該既存会社に対して、6 か月

以内にその出資期限を 2027 年 7 月 1 日から 5 年以内の期限に変更するとともに、出資額

の調整を求めることができる。 

 

また、新設会社であっても、定款に定める登録資本の金額が明らかに過大であり、客観的

な常識と業界の特徴に適合せず、払込能力が具備されていない等の資本真実性の原則に反

することが明確である場合、設立登記が認められない可能性もある 15。 

 

（４）既存会社の特別減資手続 

既存会社のうち、株主の出資能力を大幅に超える出資期限（数十年又は会社の存続期間と

同じ期間等）と登録資本（個人会社にもかかわらず、数億から数十億人民元の登録資本）

を設定しているような会社は少なからず存在している。 

 

他方、このような既存会社の場合、出資期限規制により経過期間内にその出資期限を調整

しても、調整後の出資期限内に引き受けた登録資本を払い込むことが実際には不可能であ

 
13 本意見募集稿第 8 条第 1 項 
14 本意見募集稿第 11 条 
15 本意見募集稿第 9 条 
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ることが通常であるため、新会社法の施行前、又は遅くても本意見募集稿に認められる最

終の出資期限である 2027 年 7 月 1 日から 5 年の期間内にその登録資本を実際に払い込む

ことができる範囲まで減資する必要に迫られることが想定される。 

 

他方、通常の減資手続を行う場合、会社は貸借対照表と資産リストを作成したうえ、債権

者への通知と 30 日間の公告、債権者の要求に応じて債務弁済又は担保を提供しなければな

らず、時間と手間がかかり必ずしも容易ではない。 

 

このような状況の中、本意見募集稿第 5 条は、以下の条件を全て満たしている既存会社の減

資に対して、国家企業信用情報公示システムを通じて 20 日間の公示を行い、その間に債権

者からの異議申立てがなければ、既存会社は申請書や承諾書をもって減資の登記を行うこ

とができる旨の「特別減資」の定めを設けた。 

 未払い債務又は抱える債務が明らかに実際に払い込んだ登録資本より低い等の事情が

存在していない。 

 全株主が減資前の現在会社の債務に対して、その元の引受出資額の範囲内において連

帯責任を負うことを承諾する。 

 董事全員が既存会社の債務履行能力と継続経営能力を損なわないことを承諾する。 

 上記の条件を満たしていない既存会社は、通常の減資手続を通じて減資を行う必要がある。 

 

（５）国家企業信用情報公示システムでの公示 

新会社法第 40 条によると、会社はその株主が引き受けた又は払い込んだ出資額、出資方法

や出資日、株主情報、許認可の取得や変更等に関する情報を国家企業信用情報公示システ

ムで公示する必要があり、本意見募集稿第 10 条は、当該公示の期限を関連情報が形成され

た日から 20 営業日と明確にするとともに、株主が払い込んだ出資額を証明する株主名簿や

財務諸表等の関連資料を国家企業信用情報公示システムにアップロードすることも定めて

いる。 

 

 内地と香港特別行政区法院との民商事案件判決の相互承認と執行に関する最高

人民法院の手配 16 

最高人民法院 2019 年 1 月 14 日公布、2024 年 1 月 29 日施行 

 

１．はじめに 

 

香港特別行政区（以下「香港」という。）は中国本土（以下「内地」という。）から独立した

司法権と終審権を有するため 17、香港と内地との間の司法援助や判決の執行等を実現するため

には、香港政府と内地の司法機関との合意が必要とされている 18。 

 

 
16 「最高人民法院关于内地与香港特别行政区法院相互认可和执行民商事案件判决的安排」 
17 香港特別行政区基本法（香港特别行政区基本法）第 19 条第１項 
18 香港特別行政区基本法第 96 条 
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このような状況の中、最高人民法院は香港政府との合意に基づき、2008 年 7 月 3 日付け「内

地と香港特別行政区法院との当事者による管轄合意の民商事案件判決の相互承認と執行に関

する最高人民法院の手配」19（以下「旧手配」という。）を公布し、同年 8 月 1 日より施行さ

れた。 

 

旧手配は、内地と香港の法院による判決の相互承認と執行の条件と申立ての方法等を定め、

当該相互承認と執行の実現可能性を示した一方、適用対象である判決については、当事者間

は内地人民法院又は香港法院のいずれかを唯一の管轄法院と明記した書面の管轄合意を締結

し、当該管轄合意書に基づいて下された金銭の支払いを命ずる執行力を有する民商事案件の

終審判決に限定しており、当該書面の管轄合意が締結されていない場合、当事者が紛争相手

の執行可能な資産の所在地を把握できない場合、確実に判決を執行させるためには、内地又

は香港の両方でいずれも民商事訴訟を提起し、異なる法体制における重複訴訟を行わなけれ

ばならず、訴訟費用や時間等に関するコストが極めて高くなり、訴訟を通じた紛争の解決が

非常に困難なものとなっている。 

 

近年、内地と香港との間における民事取引と貿易が益々活発化しており、これに伴い各種の

民商事紛争案件も年々増加し 20、両地の判決の相互承認と執行のニーズも日々高まっている。

このようなニーズに応じるため、最高人民法院と香港律政司は 2019 年 1 月 18 日付けで「内

地と香港特別行政区法院との民商事案件判決の相互承認と執行に関する手配」を締結し、最

高人民法院はこれに基づいて 2024 年 1 月 25 日付け本「内地と香港特別行政区法院との民商

事案件判決の相互承認と執行に関する最高人民法院の手配」（以下「本手配」という。）を公

布し、双方の合意により 2024 年 1 月 29 日付けで発効・施行することになった。 

 

本手配の施行に伴い、旧手配は廃止されたが、当事者は 2024 年 1 月 29 日以前に既に書面に

よる管轄合意を締結していた場合、引き続き旧手配が適用される 21。 

 

以下では、本手配の要点を紹介する。 

 

2．本意見募集稿の要点 

（1）適用範囲等 

ア 適用対象となる民商事判決 
内地と香港のいずれの法律によっても民商事案件 22に該当する案件及び刑事案件における民

事賠償に関する発効済みの判決はいずれも本手配の適用対象となる 23。 

 

上記の判決の適用範囲は以下のとおりである 24。 

 内陸：〇判決、裁定、調停書、支払命令    ×保全裁定 
 

19 「最高人民法院关于内地与香港特别行政区法院相互认可和执行当事人协议管辖的民商事案件判决的安排」 
20 「最高人民法院の人民法院渉外審判業務情報に関する報告（2022 年 10 月 28 日）」（最高人民法院关于人民法院

涉外审判工作情况的报告） 
21 本手配第 30 条第 2 項 
22 香港法院に審理される司法照合案件、及びその他行政権行使による案件が除外される（本手配第 2 条）。 
23 本手配第 1 条、第 2 条 
24 本手配第 4 条第 1 項 
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 香港：〇判決、命令、判令、訴費評定証明書  ×訴訟禁止令、臨時救済命令 

 

上記にいう発効済みの判決の範囲は以下のとおりである 25。 

 内陸：2 審判決、上訴不可又は法定期限が徒過して上訴を提起しなかった 1 審判決、審

判監督手続に基づいて下された上記の判決 

 香港：終審法院、高等法院上訴法廷及び原訴法廷、地域法院及び労資審裁処、土地審

裁処、少額金銭・債務審裁処、競争事務審裁処により下された法的効力が生じた判決 

 

イ 適用除外の民商事判決 
以下の民商事案件の判決は本手配に適用されない 26。 

 内地人民法院より審理される扶養、養子縁組、成年後見等の親族関係の民事案件、及

び香港法院より審理される別居可否に関する案件 

 相続、遺産管理と分配の案件 

 内地人民法院より審理される発明特許、実用新案の侵害、特許許可費用の比率等に関

する案件、及び香港法院より審理される標準特許、短期特許権の侵害、特許許可費用

の比率等に関する案件  

 海洋環境汚染、海事損害賠償責任制限、共同海損等の海事案件 

 倒産（清算）案件 

 選挙資格、自然人の失踪又は死亡、自然人制限や無民事行為能力の認定案件 

 仲裁協議の効力の確認案件、及び仲裁判断の取消し案件 

 内地と香港以外の国や地区の判決、仲裁判断の承認と執行の案件 

 

ウ 認められる判決の項目 
上記アの適用対象となる民商事判決の相互承認と執行が認められる項目（内容）は、金銭

（財産）支給に関する判決項目と金銭支給以外の事項（侵害行為の停止等）に関する判決

項目の全部又は一部であり 27、基本的に全ての判決項目の相互承認と執行が認められている。 

 

また、上記の金銭（財産）支給に関する判決項目について 

 支給と命じされた財産と関連の利息、訴訟費用、遅延損害、遅延利息が含まれる一方、

税金と過料が含まれていない 28。 

 知財紛争案件、内地の不正競争紛争民事案件、香港の模倣紛争案件、商業秘密侵害紛

争案件、不法行為による金銭賠償の判決項目を除き、懲罰性損害賠償の判決項目の承

認と執行は認められていない 29。 

 

 
25 本手配第 4 条第 2 項 
26 本手配第３条 
27 本手配第１６条、第１９条 
28 本手配第１８条 
29 本手配第１７条 
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（２）承認と執行の申立 

ア 申立先となる管轄法院 30 
 内地：申立人又は被申立人の住所 31、財産所在地の中級人民法院 

 香港：高等法院 

被申立人は内地と香港のいずれにおいても執行に供することができる財産がある場合、申

立人は内地と香港の法院それぞれに対して申し立てることができる 32。  

 

イ 申立の所要書類 33 
 申請書（当事者の基本状況、申立事項と理由、判決は他の法院への執行申立の有無及

び執行状況等を明記 34） 

 発効済みの判決を下した原審法院（以下「原審法院」という。）より捺印された判決副

本 

 原審法院より発行された証明書（発効済みの判決、且つ原審法院の所在地で執行でき

ることを証明） 

 発効済みの判決が欠席判決である場合、判決文において明確な説明があり、又は欠席

した当事者による申立の場面を除き、欠席当事者を適法に召喚した証明文書 

 身分証明資料（個人の身分証明書、法人その他の組織の登録証書の写し及び法定代表

者や主な責任者の身分証明書の写し） 

内地の人民法院に提出する所要書類に中国語版がない場合、中文訳文を併せて提出する必

要がある。 

 

ウ 申立の手続等 
承認と執行の申立の期間、手続と方法は、申立先となる法院の所在地の法律に従う。 

 

（３）承認と執行が認められない場面 

被申立人は以下のいずれかの事項を証明できる証拠を提出し、且つ申立先となる法院より

事実に適合すると認定された場合、承認と執行は認められない 35。 

 原審法院は承認と執行の申立に係る訴訟に対する管轄権 36を有しないこと 

 被申立人は原審法院の所在地の法律に基づいて合法的に召喚されず、又は召喚された

が、陳述、弁論の機会が与えられなかったこと 
 

30 本手配第７条 
31 個人の場合は戸籍所在地又は永住者身分証の所在地、経常居住地、法人その他の組織の場合は登録地、主な事業拠

点、主な営業拠点、主な管理拠点とされている（本手配第６条）。 
32 本手配第２１条 
33 本手配第８条 
34 本手配第９条 
35 本手配第１２条 
36 申立先となる法院の専属管轄ではないことを前提として、以下のいずれかの場合、原審法院の管轄権が認められる。 

 案件受理時、被告又はその訴訟に係る独立性を有しない事業拠点の所在地は原審法院の管轄下である。 

 契約に係る紛争の契約履行地は原審法院の管轄下である。 

 不法行為に係る訴訟の不法行為地は原審法院の管轄下である。 

 契約又はその他の財産紛争の当事者の書面合意で原審法院の管轄を約束した等 

 知的財産権侵害案件、内地の不正競争紛争案件、香港の模倣紛争案件について、違法行為地は原審法院の管轄

下であり、且つ案件に係る知的財産権や権益は違法行為地の法律により保護される場合 
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 欺罔行為により判決を取得したこと 

 申立先となる法院が訴訟を受理後、原審法院が同一の紛争に関する訴訟を受理し、且

つ判決を下したこと 

 申立先となる法院が同一の紛争に対する判決を下した、又はその他の国や地区の同一

の紛争に対する判決を承諾したこと 

 同一の紛争に対する仲裁判断が下された、又はその他の国や地区の同一の紛争に対す

る仲裁判断が承諾されたこと 

 原審法院に行われた承認と執行の申立に係る訴訟は当事者間の仲裁合意や訴訟管轄合

意に違反したこと 37 

 

原審法院の判決が、内地又は香港の法律基本原則あるいは公共利益、公共政策を明らかに

違反したと判断された場合でも、承認と執行は認められない。 

 

原審法院の知的財産権の有効性、成立又は存在の有無に関する判決項目の承認と執行は認

められないが、当該判決項目に基づく責任負担の判決項目に関しては、上記の事由に該当

しない限り承認と執行は認められる 38。 

 

（４）その他 

ア 承認と執行の審査の一時中止 
承認と執行の審査中、その対象となる発効済みの判決に関する上訴（香港）又は再審手続

が始まった場合、これらの上訴又は再審の判決が下されるまで、承認と執行の審査は一時

中止になる 39。 

 

イ 同一訴訟の取り扱い 
 民商事案件の審理期間内において、同一紛争に関する他方の法院に下された発効済み

の判決に関する承認と執行の申立があった場合、承認と執行に関する裁定又は命令が

下されるまで、当該民商事案件の審理は一時中止になる 40。 

 承認と執行の申立期間内又は承認と執行の実施後、当事者は同一紛争に訴訟を提起し

た場合、受理されず、既に受理されている場合には、却下されることになる 41。 

 

ウ 不服申し立て 
申立先となる法院により下された承認と執行に関する裁定又は命令に不服がある場合、内

地において裁定送達日から 10 日以内に上級人民法院に対して不服審査を申し立て、香港に

おいて香港の関連法律に従って上訴を提起することができる 42。 

 

執筆担当：田暁争  

 

 
37 本手配第１３条 
38 本手配第１５条 
39 本手配第２０条 
40 本手配第２２条 
41 本手配第２３条 
42 本手配第 26 条 
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2024 年 2 月に TMI 総合法律事務所ウェブサイト上でブログ掲載した、中国関連の記事をご紹

介します。タイトルをクリックしていただきますと、ブラウザにて該当記事を読むことができ

ますので、本ニュースレターと合わせて、ご参考にしていただけますと幸いです。 

 

事業者集中申告基準について 

掲載日 2024 年 2 月 8 日 

概要 2024 年 1 月 22 日に公布された事業者集中申告基準について紹介していま

す。 

II. 今月の中国関連ブログ記事 

https://www.tmi.gr.jp/eyes/blog/2024/15461.html
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 外国人ビジネスパーソンの中国での仕事・生活ガイドライン（2024 年版） 

2023 年 8 月 13 日に公表された外商投資環境の更なる最適化と外商投資誘致活動の強化に関

する意見 43（以下「外資 24 条 44」という。）をはじめに、外商投資誘致政策が着実に推進され

ており、実行状況や実績などが注目されている。 

 

最近、外資 24 条のうち、第 13 条に規定されている外商投資企業の外国人従業員の在留に関

する政策の最適化という政策の実行状況については、外国人ビジネスパーソンの中国での交

通、生活、消費に便宜を提供するために、2024 年 1 月 25 日に、外国人ビジネスパーソンの

中国での仕事・生活ガイドライン（2024年版）45（以下「本ガイドライン」という。）が公表

された。2024 年版が付けられているが、初めてのガイドラインと理解できる。 

 

2024 年 1 月 26 日に、ビジネス発展に関する商務部の記者会見が開催されたが、商務部部長

の報告により、本ガイドラインも成果の一つとして述べられた 46。 

 

本稿では、本ガイドラインの概要及び、法令違反となりがちな留意点を紹介する。 

 
1．概要 

本ガイドラインは、留意点、日常生活サービス、中国での停在留サービス、関連する社会サ

ービスという 4 つの面に分けられており、やり方、必要な資料などを丁寧に提示している。具

体的には、以下の通りである。 
事項 要点・必要な書類 

1.留意点 

臨時宿泊登記を行うこと 略 

ビザ・居留許可・工作許可証の有効期間 略 

中国法令の厳守 

① ウェイボー、WeChat の公式アカウントといったメディア

プラットフォーム 47での発言。 

② ペットの飼育に関する規定。 

軍事施設の撮影を遠慮すること 軍事の目的に直接に使われている建物、場所及び設備を含む。 

2．日常生活サービス 

電話 SIM カードの申請 パスポートもしくは外国人永住身分証が必要。 

銀行カードの申請 
パスポートもしくは外国人永住身分証、工作許可証、中国の電

話番号が必要。 

電子決済の利用 

① Alipay、WeChat を通じて国際的銀行カード

（Mastercard、Visa、JCB、Discover など）にアクセス

した場合、国外のカード発行銀行の同意が必要。 

 
43 詳細はニュースレター8 月号（https://www.tmi.gr.jp/eyes/newsletter/2023/14995.html）を参照 
44 全文は 24 条から構成されているので、中国では、外資 24 条とも呼ばれている。 
45 「外国商务人士在华工作生活指引（2024 年版）」、20240125094949758.pdf (mofcom.gov.cn) 
46 https://www.gov.cn/lianbo/fabu/202401/content_6929003.htm  
47 Line、Twitter、Instagram のようなものである。 

III. 中国法務の現場より 

https://www.tmi.gr.jp/eyes/newsletter/2023/14995.html
http://images.mofcom.gov.cn/wzs/202401/20240125094949758.pdf
https://www.gov.cn/lianbo/fabu/202401/content_6929003.htm
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事項 要点・必要な書類 

② Alipay、WeChat を通じて国際的銀行カードで電子決済を

した場合、毎回の決済金額が 200 元を超えると、取引金額

の 3％の手続料が必要。また、1 回は 6,500 元を超えては

ならず、毎年は 6.5 万元を超えてはならない。 

外貨から元現金への両替 入国した場合、2 万元を超えない現金を持つことが可能。 

交通 

① 地 下 鉄 と い っ た 公 共 交 通 を 利 用 し た 場 合 、 Alipay 、

WeChat APP がよく電子決済で使われている。 

② 中国では、オンライン予約車（タクシー、個人的汽車な

ど）が流行っているが、外国人も Alipay、WeChat APP

を通じて利用できる。 

宿泊 
ホテルを予約した場合、予め外国人のお客様を受け入れる条件

があるかをホテルと確認するのが望ましい。 
3．中国での停在留サービス 
居留許可の期間延長の申請 ① 国家移民管理局の公式サイトにおいて、サービスガイドラ

イン、対応する受理場所及びその電話番号にアクセスでき

る。 
② 電話 12367 を通じてサービスプラットフォームへの照会

が可能。 

居留許可の申請 

4．関連する社会サービス 
工作許可証の申請 利用者がオンラインで申請をする。 

社会保険への参加 

中国と社会保険協定を締結した国の国籍を持つ外国人を除き、

中国で就労する、労働年齢内の外国人従業員は中国の社会保険

に加入することが必要である。 
個人所得税の納付 ‐ 

 

2．留意点 

本ガイドラインでは、臨時宿泊登記及びビザ・居留許可・工作許可証の有効期間が留意点と

して特に提示されている。 

（1）臨時宿泊登記 

出入国管理法 48第 39 条及び第 76 条第 1 項第 6 号に基づき、外国人は中国国内で宿泊した場

合、公安機構に対して臨時宿泊登記を行う必要があり、登記をしなかった場合、警告を受け

る可能性があり、情状が重大な場合、警告に加えて、2,000 元以下の過料が科される可能性

がある。 

 

宿泊場所によって、登記方法は以下のとおりである。 

 ホテルに宿泊した場合、有効なビザ又は他の国際的渡航書類を提供すればよい。  

 ホテル以外の場所に宿泊した場合、外国人は、都市は 24 時間以内に、農村では 72 時間以

内に、有効なビザ又は他の国際的渡航書類、居住地の賃貸借契約もしくは権利証書を持って、

宿泊地の公安機構に登記を行う必要がある。 

 

 
48 「出境入境管理法」 
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（2）ビザ・居留許可証の有効期間 

ア ビザ 

外国人はビザで入国し、中国国内で仕事・生活をする予定の場合、入国日から 30 日以内に条

件によって居留許可を取得する必要がある。ビザの有効期間を延長する必要がある場合、ビ

ザに明記された有効期間満了前の 7 日以内に在留地の県級以上の公安機構出入国管理部門に申

請する必要がある。 

 

イ 居留許可 

居留許可の有効期間満了後に引き続き在留予定の場合、有効期間満了前の 30 日以内に延長を

申請する必要がある。ビザの更新などによって居留許可証の記載事項に変化が生じた場合、

10 日以内に公安機構出入国管理部門に変更を申請する必要がある。 

 

外国人のビザ・居留許可の有効期間が満了し、有効な証明書類がなくなった場合、不法在留

となり、出入国管理法第 78 条第 1 項に基づき、警告を受け、情状が重大な場合、1 日ごとに

500 元、総金額が 1 万元を超えない過料又は 5 日以上 15 日以下の拘禁が科される可能性が

ある。 

 

（3）工作許可証の有効期間 

外国人が中国国内で就労する場合、対応する工作許可証及び就業用の居留許可証を取得する

必要がある 49。工作許可証の有効期間満了前の 30 日以内に、利用者所在地の中国で労働して

いる外国人の管理部門に対して延長を申請する必要がある。また、中国における外国人就労

管理規定 50第 26 条第 1 項では、工作許可証は年度検査を受ける必要があり、期間を超えて年

度検査を受けなければ、工作許可証は失効する。 

 

適時に有効期間を延長せず又は年度検査を受けず、工作許可証が失効した場合、出入国管理

法第 80 条第 1 項及び第 3 項では、外国人が不法に就労した場合、当該外国人に対して、

5,000 元以上 2 万元以下の過料、情状が重大な場合、5 日以上 15 日以下の拘禁が課されると

ともに、使用者に対して、10 万元の範囲で、1 名ごとに 1 万元の過料を科され、違法所得の

没収をされる。 

 

 

執筆担当：張 暁曼 

 

  

 
49 出入国管理法第 41 条第 1 項 
50 「外国人在中国就业管理规定」 
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過去 1 年間の中国最新法令情報のバックナンバーは以下のとおりです。 

号数をクリックいただきますとブラウザ上で閲覧ができますので、ご参照ください。 

 

号数 紹介法令/判例 今月の中国関連ブログ記事／

連載・コラム 

2024 年 1 月号  会社法（2023 年改正法）  実施細則・審査基準改正

（2023.12.21）-１特許

期間調整 

 実施細則・審査基準改正

（2023.12.21）-２遅延

審査制度 

2023 年 12 月号  最高人民法院による「民法典」

契約編通則の適用における若干

問題に関する解釈 

 最高人民法院による「中華人民

共和国渉外民事関係法律適用

法」の適用における若干問題に

関する解釈（二） 

 最高人民法院による労働紛争事

件の審理における法律適用問題

に関する解釈（二）（意見募集

稿） 

 2023 年 11 月 7 日北京

市知的財産局主催の国別

知的財産セミナーへの登

壇について 

 侵害訴訟中に被疑侵害者

が権利無効の抗弁を行っ

た事例 

 2023 年 11 月 29 日浙

江省知的財産局主催の知

財ハイレベル人材育成セ

ミナーへの登壇について 

 AI が生成した画像の著作

物性と著作権侵害が初め

て認められた中国の裁判

例 

 ネットワークセキュリテ

ィインシデント報告管理

弁法（意見募集稿）につ

いて 

 グレーターベイエリア

（内地、香港）個人情報

越境流動標準契約実施手

引きについて 

 専利法実施細則改正内容

の公表 

2023 年 11 月号  未成年者インターネット保護条

例 

 「ハーグ条約」への加入及び実

施開始 

 中国深圳市での特許セミ

ナー講師 

IV. バックナンバー 

https://www.tmi.gr.jp/uploads/2024/01/31/TMI_China_News_January_2024.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/12/28/TMI_China_News_December_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/12/11/TMI_China_News_November_2023.pdf
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2023 年 10 月号  テスラ表示の使用に関する権利

侵害訴訟(馳名商標認定) 

 中国個人情報の越境移転

に関する重要な立法動向

（「データの越境流動 規

範と促進規定」意見募集

稿について） 

 知的財産局が「特許遅延

審査のガイドライン」を

発表 

 GUI の意匠権に基づくソ

フトウェア提供者への権

利行使が認められた事例 

2023 年 9 月号  民事訴訟法の改正に関する決定 

 外国国家免除法 

 企業名称登記管理規定実施弁法 

 社内資料に基づく先使用

の抗弁が認められた事例 

2023 年 8 月号  外商投資環境の更なる最適化と

外商投資誘致活動の強化に関す

る意見 

 個人情報保護に関するコンプラ

イアンス監査管理弁法（パブリ

ックコメント） 

 

2023 年 7 月号  中華人民共和国対外関係法 

 知的財産権の濫用による競争行

為の排除、制限の禁止規定 

 ドローン飛行管理暫定条例 

 知財局による専利権譲

渡・ライセンス契約雛形

及び契約締結ガイドライ

ンの公表 

2023 年 6 月号  ブラインドボックス経営行為規

範ガイドライン(試行) 

 医薬品、医療機械、保健食品、

特定医療用配方食品に関する広

告審査管理弁法（意見募集稿） 

 非正常な特許出願行為の認定及

び認定後の処理に関するガイド

ライン 

 個人情報越境移転標準契

約届出ガイドライン（第

一版）～重要ポイントと

実務対応～ 

 「商標評審案件の審理中

止状況規則」に関する解

説 

2023 年 5 月号  知的財産事件の取扱いに関する

人民検察院の業務指針 

 薬品基準管理弁法（意見募集

稿） 

 最高人民法院が 2022 年 

10 大知財事件を公表～

その 1～ 

 明細書の直接的な記載に

基づかない補正が許され

た事例 

2023 年 4 月号  独禁法関連規定について  

https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/11/20/TMI_China_News_October_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/10/03/TMI_China_News_September_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/09/19/TMI_China_News_August_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/08/10/TMI_China_News_July_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/07/03/TMI_China_News_June_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/06/06/TMI_China_News_May_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/05/02/TMI_China_News_April_2023.pdf
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 最高人民法院による＜中華人民

共和国民法典＞の権利侵害責任

編の適用 に関する解釈（一）

（意見募集稿） 

 全国の地域別最低賃金の状況

（2023 年 4 月１日時点） 

2023 年 3 月号  立法法（2023 年改正） 

 個人情報越境移転標準契約の主

な内容 

 「職場における女性従業員特殊

労働保護制度（参考手引書）」及

び「職場におけるセクシャルハ

ラスメント防止の制度（参考手

引書）」の発行に関する通知 

 侵害訴訟中に訂正された

請求項の扱い及び公然実

施に基づく従来技術の抗

弁に関する事例 

2023 年 2 月号  外商投資研究開発センターの設

立をより一層奨励する若干措置

の通知 

 2022 年度全国法院十大商事案

件 

 商標法改正草案（意見募

集稿） 

 2022 年の知的財産権取

得状況（速報） 

 信頼できないエンティテ

ィリスト組み入れによる

対抗措置事例 

 個人情報越境移転標準契

約（中国版 SCC）の正式

公布～重要ポイントと実

務対応～ 

 

編集・発行 

TMI 総合法律事務所 

発行日 

2024 年 3 月 11 日 

 

  

https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/04/17/TMI_China_News_March_2023.pdf
https://www.tmi.gr.jp/uploads/2023/03/01/TMI_China_News_February_2023.pdf
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TMI 総合法律事務所中国プラクティスグループ 

東京オフィス 

〒106-6123 東京都港区六本木 6-10-1 

六本木ヒルズ森タワー23 階 

TEL: +81-(0)3-6438-5511  

E-mail: chinalaw@tmi.gr.jp 

 

 

 

上海オフィス 

〒200031 上海市徐匯区淮海中路 1045 号 

淮海国際広場 2605 室 

TEL: +86-(0)21-5465-2233 

E-mail: shanghai@tmi.gr.jp 

 

 

 

北京オフィス 

〒100020 北京市朝陽区東三環中路 9 号  

富爾大厦 3204 室 

TEL：+86-(0)10-8595-1435 

E-mail: beijing@tmi.gr.jp 

 

 

TMI 総合法律事務所拠点一覧 

 
オフィス 

東京/名古屋/大阪/京都/神戸/福岡/上海/北京/ヤンゴン/シンガポール/ホーチミン/ハノイ

/プノンペン/バンコク/シリコンバレー/ロンドン/パリ/ジャカルタ 

現地デスク 

フィリピン/マレーシア/ブラジル/メキシコ/ケニア 

mailto:chinalaw@tmi.gr.jp
mailto:tmishanghai@tmish.com

	 「会社法」登録資本登記管理制度の施行に関する国務院の規定（意見募集稿）0F
	１．はじめに
	2．本意見募集稿の要点
	（1）新設会社の出資期限規制
	（２）既存会社の出資期限の調整
	ア　出資期限の調整方法
	イ　調整の例外場面

	（３）異常な既存会社等への特別措置
	（４）既存会社の特別減資手続
	（５）国家企業信用情報公示システムでの公示


	 内地と香港特別行政区法院との民商事案件判決の相互承認と執行に関する最高人民法院の手配15F
	１．はじめに
	2．本意見募集稿の要点
	（1）適用範囲等
	ア　適用対象となる民商事判決
	イ　適用除外の民商事判決
	ウ　認められる判決の項目

	（２）承認と執行の申立
	ア　申立先となる管轄法院29F
	イ　申立の所要書類32F
	ウ　申立の手続等

	（３）承認と執行が認められない場面
	（４）その他
	ア　承認と執行の審査の一時中止
	イ　同一訴訟の取り扱い
	ウ　不服申し立て



	 外国人ビジネスパーソンの中国での仕事・生活ガイドライン（2024年版）
	1．概要
	2．留意点
	（1）臨時宿泊登記
	（2）ビザ・居留許可証の有効期間
	ア　ビザ
	イ　居留許可
	（3）工作許可証の有効期間


